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第１問　 難易度 ★★★
　本問は，権利能力なき社団に関する判例の理解を問う問題である。
ア　正しい。社団法人と同様の実態を有するが法人格を認められていない団体を権利能力なき
社団という。権利能力なき社団であると認められるための要件について，判例は，「団体とし
ての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し，
その組織において代表の方法，総会の運営，財産の管理その他団体として主要な点が確定し
ているものでなければならない。」としている（最判昭 39.10.15）。よって，本肢の学生の
解答は正しい。
イ　誤り。社団の債務の帰属について，判例は，「権利能力なき社団の代表者が社団名義でし
た取引上の債務は，その社団の構成員全員に総有的に帰属するとともに，社団の総有財産だ
けがその責任財産となり，構成員各自は，個人的債務ないし責任を負わない。」としている（最
判昭48.10. ９）。したがって，権利能力なき社団Ａの代表者であるＢが，Ａを代表して，Ｃ
との間で，Ａの活動に充てるための資金として100万円を借り受ける金銭消費貸借契約を締
結した場合において，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，直接には当該金銭消費貸借
契約に基づく貸金返還債務を負わない。よって，本肢の学生の解答は誤りである。
ウ　正しい。権利能力なき社団は，法人格が認められないので，登記名義人として表示するこ
とはできない（昭 23. ６.21 民甲 1897 号）。権利能力なき社団の財産は，実質的には社団
を構成する総社員のいわゆる総有に属するとされているので（最判昭32.11.14），社団Ａの
資産である不動産についてＡの構成員全員による共有名義で登記することができる。このほ
か，判例は，「構成員全員のため信託的に社団代表者個人の所有とされるものであるから，代
表者は自己の名義でその登記をすることができる。」としている（最判昭47. ６. ２）。したがっ
て，権利能力なき社団Ａの資産である不動産について，Ａ名義で登記をすることはできないが，
Ａの構成員全員による共有名義で登記をすることや，Ａの代表者であるＢの個人名義で登記
をすることは可能である。よって，本肢の学生の解答は正しい。
エ　誤り。社団構成員の資格変更について，判例は，「権利能力のない社団の構成員の資格要
件に関する規約の規定が改正された場合には，特段の事情がない限り，改正決議に承諾をし
ていなかった者を含めてすべての構成員に適用される。」としている（最判平 12.10.20）。
したがって，権利能力なき社団において，規約で定められていた改正手続に従い，総会にお
ける多数決により，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が決議された場合，当該決
議について承諾をしていない構成員に対して，当該決議により改正された規約は適用される。
よって，本肢の学生の解答は誤りである。

オ　誤り。入会権についての慣習と民法との関係について，判例は，「入会権は，共有の性質
を有するかどうかを問わず各地方の慣習に従うべきを本則とし，慣習にない事項については，
共有の性質を有する入会権については共有に関する規定を適用し，共有の性質を有しない入
会権については地役権に関する規定を準用する。」としている（大判明 36.11.27）。また，
入会権の処分に関する慣習の効力について，判例は，「共有の性質を有する入会権に関する慣
習の効力は，入会権の処分にも及び，同処分について入会集団の構成員全員の同意を要件と
しないという慣習であっても，公序良俗に反するなどその効力を否定すべき特段の事情が認
められない限り，有効である。」としている。したがって，権利能力なき社団である入会団体
において，共有の性質を有する入会権の処分について，入会団体の構成員全員の同意を要件
とすることなく，入会団体の役員会の全員一致の決議に委ねる旨の慣習が存在する場合，こ
の慣習に基づいてされた入会権の処分は有効である。よって，本肢の学生の解答は誤りである。
　以上により，正しいものはア，ウであるから，正解は２となる。
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第２問　 難易度 ★★★
　本問は，取得時効に関する判例の理解を問う問題である。
ア　誤り。20 年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，
その所有権を取得する（民 162 条１項）。また，10年間，所有の意思をもって，平穏に，
かつ，公然と他人の物を占有した者は，その占有の開始の時に，善意であり，かつ，過失が
なかったときは，その所有権を取得する（民 162条２項）。占有について承継があった場合
には，占有者の承継人は，その選択に従い，自己の占有のみを主張し，又は自己の占有に前
の占有者の占有を併せて主張することができるが（民 187条１項），前の占有者の占有を併
せて主張する場合には，その瑕疵をも承継する（民187条２項）。この点につき，判例は，「民
法187条１項は，相続のような包括承継にも適用され，相続人は被相続人の占有についての
善意・悪意の地位をそのまま承継するものではなく，その選択に従い自己の占有のみを主張
し又は被相続人の占有に自己の占有を併せて主張することができる。」としている（最判昭
37. ５.18）。したがって，甲不動産を所有の意思なく占有していたＡが死亡し，Ｂがその占
有を相続により承継した場合において，Ｂは，新たに甲不動産を事実上支配することによっ
て占有を開始し，その占有に所有の意思があるとみられ，かつ，Ｂの占有開始後，所有権の
時効取得に必要とされる期間その占有を継続したときは，自己の占有のみを主張して甲不動
産の所有権を時効取得することができる。よって，本肢の記述は誤りである。
イ　誤り。20 年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，
その所有権を取得する（民162条１項）。所有の意思があると認められる場合として，判例は，
「他人の物の売買において，買主が直ちにその所有権を取得するものでないことを知っていた
ときであっても，その事実は占有の開始時に悪意であることを意味するにすぎない。」として
いる（最判昭56.１.27）。したがって，Ａから甲不動産を買い受けてその占有を取得したＢが，
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第 １ 問　次の対話は，権利能力なき社団に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対
する次のアからオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せ
は，後記１から５までのうち，どれか。
教授： 　ある団体が法人格を有しない社団すなわち権利能力なき社団であると認められ

るためには，どのような要件を満たす必要がありますか。
学生：ア 　団体としての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわ

らず団体そのものが存続し，その組織において代表の方法，総会の運営，財産
の管理その他団体として主要な点が確定しているものであることが必要です。

教授： 　権利能力なき社団Ａの代表者であるＢが，Ａを代表して，Ｃとの間で，Ａの活
動に充てるための資金として 100 万円を借り受ける金銭消費貸借契約を締結し
ました。この場合において，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，当該金銭
消費貸借契約に基づく貸金返還債務を負いますか。

学生：イ 　権利能力なき社団の取引上の債務は，その社団の構成員全員に帰属すること
になるので，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，直接の貸金返還債務を
負います。

教授： 　権利能力なき社団Ａの資産である不動産について，これを登記するためにはど
のような方法がありますか。

学生：ウ 　Ａ名義で登記をすることはできませんが，Ａの構成員全員による共有名義で
登記をすることや，Ａの代表者であるＢの個人名義で登記をすることは可能で
す。

教授： 　権利能力なき社団において，規約で定められていた改正手続に従い，総会にお
ける多数決により，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が決議された場
合，当該決議について承諾をしていない構成員に対して，当該決議により改正さ
れた規約は適用されますか。

学生：エ 　権利能力なき社団の構成員の資格要件の変更については，構成員各自の承諾
を得る必要があり，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が総会におけ
る多数決により決議された場合であっても，当該決議について承諾をしていな
い構成員に対しては，改正後の規約は適用されません。

教授： 　それでは，権利能力なき社団である入会団体において，共有の性質を有する入
会権の処分について，入会団体の構成員全員の同意を要件とすることなく，入会
団体の役員会の全員一致の決議に委ねる旨の慣習が存在する場合，この慣習に基
づいてされた入会権の処分は効力を有しますか。

学生：オ 　共有の性質を有する入会権については，各地方の慣習よりも民法の規定が優
先的に適用されますから，この慣習に基づいてされた処分は，共有物の処分に
関する民法の規律に反するものとして，効力を有しません。

１　アイ　　　　２　アウ　　　　３　イエ　　　　４　ウオ　　　　５　エオ

第 ２ 問　不動産の取得時効に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ
ているものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。
ア　甲不動産を所有の意思なく占有していたＡが死亡し，Ｂがその占有を相続により承
継した場合には，Ｂは，新たに甲不動産を事実上支配することによって占有を開始し，
その占有に所有の意思があるとみられ，かつ，Ｂの占有開始後，所有権の時効取得に
必要とされる期間その占有を継続したとしても，自己の占有のみを主張して甲不動産
の所有権を時効取得することはできない。
イ　Ａから甲不動産を買い受けてその占有を取得したＢが，売買契約当時，甲不動産の
所有者はＡではなくＣであり，売買によって直ちにその所有権を取得するものでない
ことを知っていた場合には，Ｂは，その後，所有権の時効取得に必要とされる期間，
甲不動産を継続して占有したとしても，甲不動産の所有権を時効取得することはでき
ない。
ウ　甲不動産につき賃借権を有するＡがその対抗要件を具備しない間に，甲不動産に抵
当権が設定されてその旨の登記がされた場合には，Ａは，その後，賃借権の時効取得
に必要とされる期間，甲不動産を継続的に用益したとしても，抵当権の実行により甲
不動産を買い受けた者に対し，賃借権の時効取得を対抗することはできない。
エ　Ａが，甲不動産を 10年間占有したことを理由として甲不動産の所有権の時効取得
を主張する場合，その占有の開始の時に，Ａが甲不動産を自己の所有と信じたことに
つき無過失であったことは推定されない。
オ　取得時効を援用する者が，時効期間の起算点を任意に選択し，時効完成の時期を早
めたり遅らせたりすることは許されない。
１　アイ　　　　２　アウ　　　　３　イエ　　　　４　ウオ　　　　５　エオ
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第 22問　次の〔調査図〕のとおり，Ａ市Ｂ区Ｔ町三丁目 39番３の土地上には二個の建物が現
存しており，同土地上には，上記二個の建物のほかに一個の建物（以下「本件旧建物」
という。）が存在していたが，取り壊されて現存していない。また，これらの建物の南
側には，次の〔平面図〕のとおり，一個の建物（以下「本件新建物」という。）が現存
している（〔調査図〕における本件新建物の記載は省略する。）。
　土地家屋調査士民事花子は，【事実関係】のとおり，五輪松子から，表示に関する登
記についての相談を受けて事情を聴取し，必要となる全ての表示に関する登記の申請
手続についての代理並びに当該登記に必要な調査及び測量の依頼を受け，現地の測量
並びに【建物図面】及び【登記記録】の内容のとおり登記記録等を調査した上，必要
となる登記の申請をした。
　以上に基づき，次の問１から問４までに答えなさい。
問１ 　別紙第 22問答案用紙の第１欄の空欄を埋めて，土地家屋調査士民事花子が申請

すべき本件旧建物に関する登記の申請書を完成させなさい。なお，申請書の文字
については，不動産登記規則 45条の定めにのっとるものとする。ただし，文字の
訂正，加入又は削除をしたときは，その旨及びその字数や押印を記載することを
要しない。

問２ 　土地家屋調査士民事花子は，五輪松子から，「今後，一番北側にある建物につい
ては，解体移転又はえい行移転の方法により，本件旧建物を取り壊した場所に移
動させようと考えていますが，表示に関する登記ではそれぞれどのような手続が
必要になりますか。」との質問を受けた。この質問に対し，解体移転の場合とえい
行移転の場合のそれぞれについて，土地家屋調査士民事花子が説明すべき適切な
内容として，①表示に関する登記の申請義務の有無及び申請義務がある場合には
申請すべき登記の目的並びに②その理由を，別紙第 22問答案用紙の第２欄の該当
欄に記載しなさい。

問３ 　別紙第 22問答案用紙の第３欄の登記申請書の空欄を埋めて，土地家屋調査士民
事花子が申請すべき本件新建物に関する登記の申請書を完成させなさい。なお，
申請書の文字については，不動産登記規則 45条の定めにのっとるものとする。た
だし，文字の訂正，加入又は削除をしたときは，その旨及びその字数や押印を記
載することを要しない。

問４ 　別紙第 22問答案用紙の第４欄を用いて，問３の登記の申請書に添付する建物図
面及び各階平面図を完成させなさい。なお，建物図面及び各階平面図の文字につ
いては，不動産登記規則 45条の定めにのっとるものとする。ただし，文字の訂正，
加入又は削除をしたときは，その旨及びその字数や押印を記載することを要しな
い。

（注）１ 　本問における行為は全て適法に行われており，法律上必要な書類は全て適法
に作成されているものとする。

２　登記の申請は，書面申請の方法によってするものとする。
３　建物図面は500分の１の縮尺により，各階平面図は250分の１の縮尺により，
それぞれ作成すること。
４　建物図面に記載する距離の単位は，小数点以下第１位までとすること。
５　訂正，加入又は削除をしたときは，訂正は訂正する字句に線を引き，近接箇
所に訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明示して行い，削除は削除
する字句に線を引いて，訂正，加入又は削除をしたことが明確に分かるように
記載すること。

〔調査図〕
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［座標一覧表］

 点　名 Ｘ座標 Ｙ座標
 Ａ 46.60 0.00
 Ｂ 46.60 19.20
 Ｃ 0.00 0.00
 Ｄ 0.00 19.20
 Ｅ －11.20 0.00
 Ｆ －11.20 19.20
 Ｇ －17.40 0.00
 Ｈ －17.40 19.20
 Ⅰ －19.90 0.00
 Ｊ －19.90 19.20

（39-2）

（39-3）

（42-1）

（42-2）

（42-3）

（43）（42-4）

（102）

（40）

（注）１　距離の単位はメートルである。
２　（　　）内の数字は，土地の地番である。

本試験の雰囲気を体感し
ていただくため，書体や
体裁を極力本試験に近い
形式で問題を再現しまし
た。

詳細かつシステマティッ
クな解説で，着実な理解
の定着と論理的思考力を
養ってください。

難易度を３段階で示しています。
学習の参考指標にしてください。

★★★：難易度　高
★★☆：難易度　中
★☆☆：難易度　低
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模範解答

第１欄　

Ｘ座標（ｍ） Ｙ座標（ｍ）

Ｂ点 25.18 5.48

Ｇ点 14.34 12.64

Ｈ点 23.34 3.64

記述式
第 21 問

第２欄　

代　理　人　　（略）

令和２年 10 月 18 日　申請　Ａ地方法務局

（被相続人　山川一郎）

相続人
Ａ市Ｂ町一丁目 32 番４号 山川小太郎
Ａ市Ｂ町一丁目 32 番４号 香川浪子

申　請　人

土地分合筆登記登記の目的

金 2,000 円登録免許税

地積測量図　登記済証　印鑑証明書　相続証明書　
代理権限証書

添 付 書 類

登記申請書
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難易度

★★★解　説記述式
第 21 問

 　 事件の概要
　本問は，２筆の土地の所有権の登記名義人の相続人から，一方の土地の一部を他方の土地に
合筆するために必要となる表示に関する登記の申請を，土地家屋調査士法務太郎が依頼された
事件である。

 　 問１　Ｂ点，Ｇ点及びＨ点の座標値の算出
（1）Ｂ点の座標値の算出
　Ｂ点の座標値はＡ市道路境界確認図に記載されている座標値を，Ａ市基準点に基づく座標系
の値に変換することによって求める。
　両座標系の座標値と比較すると，

　Ａ 市基準点に基づく座標系の（Ａｘ－Ｃｘ）＝Ａ市道路境界確認図の（Ａ’ｘ－Ｃ’ｘ）
　　＝－17.22

　Ａ市基準点に基づく座標系の（Ａｙ－Ｃｙ）＝Ａ市道路境界確認図の（Ａ’ｙ－Ｃ’ｙ）
　　＝－13.27

　であるから，Ａ市道路境界確認図に記載されている座標値は，Ａ市基準点に基づく座標系を
平行移動したものであることがわかる。
　よって，Ａ市道路境界確認図に記載されているＢ’点とＡ’点の座標差を，Ａ市基準点に基づ
く座標系のＡ点に加えることによりＢ点の座標値が求められる。

　Ａ市道路境界確認図の（Ｂ’ｘ－Ａ’ｘ）＝ 8.40
　Ａ市道路境界確認図の（Ｂ’ｙ－Ａ’ｙ）＝ 8.40

　Ｂｘ＝Ａ市基準点に基づく座標系のＡｘ＋ 8.40 ＝ 25.18
　Ｂｙ＝Ａ市基準点に基づく座標系のＡｙ＋ 8.40 ＝ 5.48

　以上から，

　　Ｂｘ＝ 25.18　，Ｂｙ＝ 5.48

（２）Ｇ点及びＨ点の座標値の算出
　Ｇ点及びＨ点の座標値は，既知点をもとに作図できるところまで作図するなどしてＢ，Ｅ，Ｇ，
Ｈ，Ｂの各点を結んだ図形が長方形であることに気がつけば最短で算出できるが，そうでない

1

2

場合は，一例として以下のような手順を経て求める。

　本問では，甲区画（Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｇ，Ｈ及びＢの各点を順次直線で結んだ部分）の面積
が 156.53㎡になるように求められている。よって，四角形ＢＥＧＨの面積は下記のとおり
33.11925㎡となる。

四角形ＣＤＥＢの面積

点名 Ｘ Ｙ Xn＋1 － Xn－ 1 Yn（Xn＋1 － Xn－ 1）
Ｃ 34.00 10.35 － 0.73 － 7.5555 
Ｄ 24.45 19.50 － 17.82 － 347.4900 
Ｅ 16.18 14.48 0.73 10.5704 
Ｂ 25.18 5.48 17.82 97.6536 

倍面積 － 246.8215 
面　積 123.41075㎡

　　四角形ＢＥＧＨの面積 ＝ 156.53㎡－（四角形ＣＤＥＢの面積＝123.41075 ㎡） 
＝ 33.11925㎡

　そこで，直線ＥＦと直線ＢＡの延長線の交点であるＩ点を求めて，三角形ＩＢＥを作ること
ができれば，「相似な図形の面積比は辺の比の２乗になる」という多角形の性質を利用して直
線ＢＨと直線ＥＧのそれぞれの長さを求めることができる。Ｇ点はＥ点とＦ点を結ぶ直線上の
点，Ｈ点はＡ点とＢ点を結ぶ直線上の点であるから，直線ＢＨと直線ＥＧのそれぞれの長さが
分かれば，距離と方向角を用いてＧ点とＨ点の座標値を求めることができる。

ＩＥ２：ＩＧ２＝△ＩＢＥの面積：△ＩＨＧの面積

ＩＥ＝　 △ＩＢＥの面積×ＩＧ
２

△ＩＨＧの面積

ＩＧ＝　 △ＩＨＧの面積×ＩＥ
２

△ＩＢＥの面積

　Ｉ点は直線ＥＦと直線ＢＡの交点であるから，その座標値は２直線の連立方程式の解を得る
ことにより求められる。

Ｈ

Ｇ

Ｂ

Ｅ

Ｄ

Ｃ

123.41075㎡
156.53㎡－123.41075㎡

＝33.11925㎡

Ｉ

Ｂ

Ｇ

Ｅ

Ｈ

Ａ Ｆ
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　Scene６　　口述試験中①
　試験中は，質問をしていない試験官が採点をしていますが，その様子は気にせず質問に集

中するようにしてください。

　Scene７　　口述試験中②
　試験官の質問に対する解答は，語尾を明瞭にするよう心掛けましょう。

　Scene８　　口述試験中③
　試験官の質問の意図が明確に分からなかった場合には，そのまま解答するのではなく，再

度質問してもらうようにしましょう。

　Scene９　　口述試験中④
　土地家屋調査士法第１条及び第２条は，頻出テーマです。条文をそのまま解答できるよう，

練習しておきましょう。

　Scene10　　口述試験中⑤
　「あなたが土地家屋調査士として最も注意すべき点とは何ですか。」や「あなたはどのよう

な土地家屋調査士になりたいですか。」といった質問がされることがあります。このような

質問に対する自分なりの解答を用意しておくとよいでしょう。

　Scene11　　試験終了～退出
　試験終了にあたっては，試験官に御礼を述べた上，一礼してから退出するようにしましょ

う。

※　以上の流れは，あくまで一例にすぎません。会場や試験官によって雰囲気は異なり，ま

　た，質問内容も異なりますが，社会人として品位ある立ち振る舞いを心掛ければ大きな失

　敗には至らないことを覚えておきましょう。

　

　ここでは，不動産登記法の体系に従って，既に出題された論点及びその周辺知識について
確認しておきます。

項　目 質　問 解　答

不動産登記制
度

表示に関する登記と権利
に関する登記の相違点を挙
げてください。

次の点が挙げられます。
・表示に関する登記は単独申請ですが，権利に関
する登記は原則として登記権利者と登記義務者
の共同申請になります（法60条，令３条11号）。

・表示に関する登記は原則として申請義務があり
ますが，権利に関する登記については，申請義
務はありません。

・表示に関する登記は，登記官が，職権でするこ
とができます（法28条）。

・表示に関する登記は，登記官による実地調査権が
ありますが，権利に関する登記については，登
記官に実地調査権はありません（法29条1項）。

合体による登記等につい
て，同時に所有権の登記も
申請をする場合には，申請
人は登記所に出頭する必要
がありますか。

出頭の必要は，ありません。
　旧法では，登記所への出頭が必要でしたが，現
行法では，権利に関する登記を申請する場合の出
頭主義の規定は削除されたため，表示に関する登
記，権利に関する登記にかかわらず出頭は不要です。

土地の一部を目的とした
売買契約は有効ですか。ま
た，この場合，表示に関す
る登記が必要となりますか。

有効です（契約自由の原則により）。
　また，この場合，表示に関する登記が必要とな
ります（所有権移転登記を行う前提として，土地
の分筆の登記が必要）。

管轄 主である建物と附属建物の
管轄登記所が異なる場合の
表題登記の申請は，どちらの
登記所になすべきですか。

主である建物を管轄する登記所に対して行いま
す（準５条参照）。

Ａ登記所の管轄区域内に
ある建物にＢ登記所の管轄
区域内にある建物を附属建
物として合併する登記の申
請は，どちらの登記所にな
すべきですか。

主である建物を管轄するＡ登記所に対して行い
ます（準５条）。

Chapter ４ 不動産登記法の注意項目

自分の作成した答案と
比べて，どこが違うか，
チェックしてください。

小問一つ一つについて詳細に解説。
難易度を３段階で示しています。

★★★：難易度　高
★★☆：難易度　中
★☆☆：難易度　低

口述試験の位置づけ及び定義
にはじまり，試験当日の服装
や注意点をまとめ，項目ごと
の質問とそれに対する解答例
を表形式で見やすくまとめま
した。
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第 １ 問　次の対話は，権利能力なき社団に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対
する次のアからオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せ
は，後記１から５までのうち，どれか。
教授： 　ある団体が法人格を有しない社団すなわち権利能力なき社団であると認められ

るためには，どのような要件を満たす必要がありますか。
学生：ア 　団体としての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわ

らず団体そのものが存続し，その組織において代表の方法，総会の運営，財産
の管理その他団体として主要な点が確定しているものであることが必要です。

教授： 　権利能力なき社団Ａの代表者であるＢが，Ａを代表して，Ｃとの間で，Ａの活
動に充てるための資金として 100 万円を借り受ける金銭消費貸借契約を締結し
ました。この場合において，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，当該金銭
消費貸借契約に基づく貸金返還債務を負いますか。

学生：イ 　権利能力なき社団の取引上の債務は，その社団の構成員全員に帰属すること
になるので，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，直接の貸金返還債務を
負います。

教授： 　権利能力なき社団Ａの資産である不動産について，これを登記するためにはど
のような方法がありますか。

学生：ウ 　Ａ名義で登記をすることはできませんが，Ａの構成員全員による共有名義で
登記をすることや，Ａの代表者であるＢの個人名義で登記をすることは可能で
す。

教授： 　権利能力なき社団において，規約で定められていた改正手続に従い，総会にお
ける多数決により，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が決議された場
合，当該決議について承諾をしていない構成員に対して，当該決議により改正さ
れた規約は適用されますか。

学生：エ 　権利能力なき社団の構成員の資格要件の変更については，構成員各自の承諾
を得る必要があり，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が総会におけ
る多数決により決議された場合であっても，当該決議について承諾をしていな
い構成員に対しては，改正後の規約は適用されません。

教授： 　それでは，権利能力なき社団である入会団体において，共有の性質を有する入
会権の処分について，入会団体の構成員全員の同意を要件とすることなく，入会
団体の役員会の全員一致の決議に委ねる旨の慣習が存在する場合，この慣習に基
づいてされた入会権の処分は効力を有しますか。

学生：オ 　共有の性質を有する入会権については，各地方の慣習よりも民法の規定が優
先的に適用されますから，この慣習に基づいてされた処分は，共有物の処分に
関する民法の規律に反するものとして，効力を有しません。

１　アイ　　　　２　アウ　　　　３　イエ　　　　４　ウオ　　　　５　エオ
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第 ２ 問　不動産の取得時効に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ
ているものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。
ア　甲不動産を所有の意思なく占有していたＡが死亡し，Ｂがその占有を相続により承
継した場合には，Ｂは，新たに甲不動産を事実上支配することによって占有を開始し，
その占有に所有の意思があるとみられ，かつ，Ｂの占有開始後，所有権の時効取得に
必要とされる期間その占有を継続したとしても，自己の占有のみを主張して甲不動産
の所有権を時効取得することはできない。
イ　Ａから甲不動産を買い受けてその占有を取得したＢが，売買契約当時，甲不動産の
所有者はＡではなくＣであり，売買によって直ちにその所有権を取得するものでない
ことを知っていた場合には，Ｂは，その後，所有権の時効取得に必要とされる期間，
甲不動産を継続して占有したとしても，甲不動産の所有権を時効取得することはでき
ない。
ウ　甲不動産につき賃借権を有するＡがその対抗要件を具備しない間に，甲不動産に抵
当権が設定されてその旨の登記がされた場合には，Ａは，その後，賃借権の時効取得
に必要とされる期間，甲不動産を継続的に用益したとしても，抵当権の実行により甲
不動産を買い受けた者に対し，賃借権の時効取得を対抗することはできない。
エ　Ａが，甲不動産を 10年間占有したことを理由として甲不動産の所有権の時効取得
を主張する場合，その占有の開始の時に，Ａが甲不動産を自己の所有と信じたことに
つき無過失であったことは推定されない。
オ　取得時効を援用する者が，時効期間の起算点を任意に選択し，時効完成の時期を早
めたり遅らせたりすることは許されない。
１　アイ　　　　２　アウ　　　　３　イエ　　　　４　ウオ　　　　５　エオ
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※★★★：難易度　高，★★☆：難易度　中，★☆☆：難易度　低

第１問　 難易度 ★★★
　本問は，権利能力なき社団に関する判例の理解を問う問題である。
ア　正しい。社団法人と同様の実態を有するが法人格を認められていない団体を権利能力なき
社団という。権利能力なき社団であると認められるための要件について，判例は，「団体とし
ての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し，
その組織において代表の方法，総会の運営，財産の管理その他団体として主要な点が確定し
ているものでなければならない。」としている（最判昭 39.10.15）。よって，本肢の学生の
解答は正しい。
イ　誤り。社団の債務の帰属について，判例は，「権利能力なき社団の代表者が社団名義でし
た取引上の債務は，その社団の構成員全員に総有的に帰属するとともに，社団の総有財産だ
けがその責任財産となり，構成員各自は，個人的債務ないし責任を負わない。」としている（最
判昭48.10. ９）。したがって，権利能力なき社団Ａの代表者であるＢが，Ａを代表して，Ｃ
との間で，Ａの活動に充てるための資金として100万円を借り受ける金銭消費貸借契約を締
結した場合において，Ｂを含むＡの構成員各自は，Ｃに対して，直接には当該金銭消費貸借
契約に基づく貸金返還債務を負わない。よって，本肢の学生の解答は誤りである。
ウ　正しい。権利能力なき社団は，法人格が認められないので，登記名義人として表示するこ
とはできない（昭 23. ６.21 民甲 1897 号）。権利能力なき社団の財産は，実質的には社団
を構成する総社員のいわゆる総有に属するとされているので（最判昭 32.11.14），社団Ａの
資産である不動産についてＡの構成員全員による共有名義で登記することができる。このほ
か，判例は，「構成員全員のため信託的に社団代表者個人の所有とされるものであるから，代
表者は自己の名義でその登記をすることができる。」としている（最判昭47. ６. ２）。したがっ
て，権利能力なき社団Ａの資産である不動産について，Ａ名義で登記をすることはできないが，
Ａの構成員全員による共有名義で登記をすることや，Ａの代表者であるＢの個人名義で登記
をすることは可能である。よって，本肢の学生の解答は正しい。
エ　誤り。社団構成員の資格変更について，判例は，「権利能力のない社団の構成員の資格要
件に関する規約の規定が改正された場合には，特段の事情がない限り，改正決議に承諾をし
ていなかった者を含めてすべての構成員に適用される。」としている（最判平 12.10.20）。
したがって，権利能力なき社団において，規約で定められていた改正手続に従い，総会にお
ける多数決により，構成員の資格要件を変更する旨の規約の改正が決議された場合，当該決
議について承諾をしていない構成員に対して，当該決議により改正された規約は適用される。
よって，本肢の学生の解答は誤りである。

解答・解説択一式
第 1～ 20 問
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オ　誤り。入会権についての慣習と民法との関係について，判例は，「入会権は，共有の性質
を有するかどうかを問わず各地方の慣習に従うべきを本則とし，慣習にない事項については，
共有の性質を有する入会権については共有に関する規定を適用し，共有の性質を有しない入
会権については地役権に関する規定を準用する。」としている（大判明 36.11.27）。また，
入会権の処分に関する慣習の効力について，判例は，「共有の性質を有する入会権に関する慣
習の効力は，入会権の処分にも及び，同処分について入会集団の構成員全員の同意を要件と
しないという慣習であっても，公序良俗に反するなどその効力を否定すべき特段の事情が認
められない限り，有効である。」としている。したがって，権利能力なき社団である入会団体
において，共有の性質を有する入会権の処分について，入会団体の構成員全員の同意を要件
とすることなく，入会団体の役員会の全員一致の決議に委ねる旨の慣習が存在する場合，こ
の慣習に基づいてされた入会権の処分は有効である。よって，本肢の学生の解答は誤りである。
　以上により，正しいものはア，ウであるから，正解は２となる。

正解 2

第２問　 難易度 ★★★
　本問は，取得時効に関する判例の理解を問う問題である。
ア　誤り。20 年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，
その所有権を取得する（民 162 条１項）。また，10年間，所有の意思をもって，平穏に，
かつ，公然と他人の物を占有した者は，その占有の開始の時に，善意であり，かつ，過失が
なかったときは，その所有権を取得する（民 162条２項）。占有について承継があった場合
には，占有者の承継人は，その選択に従い，自己の占有のみを主張し，又は自己の占有に前
の占有者の占有を併せて主張することができるが（民 187条１項），前の占有者の占有を併
せて主張する場合には，その瑕疵をも承継する（民187条２項）。この点につき，判例は，「民
法187条１項は，相続のような包括承継にも適用され，相続人は被相続人の占有についての
善意・悪意の地位をそのまま承継するものではなく，その選択に従い自己の占有のみを主張
し又は被相続人の占有に自己の占有を併せて主張することができる。」としている（最判昭
37. ５.18）。したがって，甲不動産を所有の意思なく占有していたＡが死亡し，Ｂがその占
有を相続により承継した場合において，Ｂは，新たに甲不動産を事実上支配することによっ
て占有を開始し，その占有に所有の意思があるとみられ，かつ，Ｂの占有開始後，所有権の
時効取得に必要とされる期間その占有を継続したときは，自己の占有のみを主張して甲不動
産の所有権を時効取得することができる。よって，本肢の記述は誤りである。
イ　誤り。20 年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，
その所有権を取得する（民162条１項）。所有の意思があると認められる場合として，判例は，
「他人の物の売買において，買主が直ちにその所有権を取得するものでないことを知っていた
ときであっても，その事実は占有の開始時に悪意であることを意味するにすぎない。」として
いる（最判昭56.１.27）。したがって，Ａから甲不動産を買い受けてその占有を取得したＢが，
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難易度

★★★解　説記述式
第 21 問

 　 事件の概要
　本問は，２筆の土地の所有権の登記名義人の相続人から，一方の土地の一部を他方の土地に
合筆するために必要となる表示に関する登記の申請を，土地家屋調査士法務太郎が依頼された
事件である。

 　 問１　Ｂ点，Ｇ点及びＨ点の座標値の算出
（1）Ｂ点の座標値の算出
　Ｂ点の座標値はＡ市道路境界確認図に記載されている座標値を，Ａ市基準点に基づく座標系
の値に変換することによって求める。
　両座標系の座標値と比較すると，

　Ａ 市基準点に基づく座標系の（Ａｘ－Ｃｘ）＝Ａ市道路境界確認図の（Ａ’ｘ－Ｃ’ｘ）
　　＝－17.22

　Ａ市基準点に基づく座標系の（Ａｙ－Ｃｙ）＝Ａ市道路境界確認図の（Ａ’ｙ－Ｃ’ｙ）
　　＝－13.27

　であるから，Ａ市道路境界確認図に記載されている座標値は，Ａ市基準点に基づく座標系を
平行移動したものであることがわかる。
　よって，Ａ市道路境界確認図に記載されているＢ’点とＡ’点の座標差を，Ａ市基準点に基づ
く座標系のＡ点に加えることによりＢ点の座標値が求められる。

　Ａ市道路境界確認図の（Ｂ’ｘ－Ａ’ｘ）＝ 8.40
　Ａ市道路境界確認図の（Ｂ’ｙ－Ａ’ｙ）＝ 8.40

　Ｂｘ＝Ａ市基準点に基づく座標系のＡｘ＋ 8.40 ＝ 25.18
　Ｂｙ＝Ａ市基準点に基づく座標系のＡｙ＋ 8.40 ＝ 5.48

　以上から，

　　Ｂｘ＝ 25.18　，Ｂｙ＝ 5.48

（２）Ｇ点及びＨ点の座標値の算出
　Ｇ点及びＨ点の座標値は，既知点をもとに作図できるところまで作図するなどしてＢ，Ｅ，Ｇ，
Ｈ，Ｂの各点を結んだ図形が長方形であることに気がつけば最短で算出できるが，そうでない

1

2
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場合は，一例として以下のような手順を経て求める。

　本問では，甲区画（Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｇ，Ｈ及びＢの各点を順次直線で結んだ部分）の面積
が 156.53㎡になるように求められている。よって，四角形ＢＥＧＨの面積は下記のとおり
33.11925㎡となる。

四角形ＣＤＥＢの面積

点名 Ｘ Ｙ Xn＋1 － Xn－ 1 Yn（Xn＋1 － Xn－ 1）
Ｃ 34.00 10.35 － 0.73 － 7.5555 
Ｄ 24.45 19.50 － 17.82 － 347.4900 
Ｅ 16.18 14.48 0.73 10.5704 
Ｂ 25.18 5.48 17.82 97.6536 

倍面積 － 246.8215 
面　積 123.41075㎡

　　四角形ＢＥＧＨの面積 ＝ 156.53㎡－（四角形ＣＤＥＢの面積＝123.41075 ㎡）
＝ 33.11925㎡

　そこで，直線ＥＦと直線ＢＡの延長線の交点であるＩ点を求めて，三角形ＩＢＥを作ること
ができれば，「相似な図形の面積比は辺の比の２乗になる」という多角形の性質を利用して直
線ＢＨと直線ＥＧのそれぞれの長さを求めることができる。Ｇ点はＥ点とＦ点を結ぶ直線上の
点，Ｈ点はＡ点とＢ点を結ぶ直線上の点であるから，直線ＢＨと直線ＥＧのそれぞれの長さが
分かれば，距離と方向角を用いてＧ点とＨ点の座標値を求めることができる。

ＩＥ２：ＩＧ２＝△ＩＢＥの面積：△ＩＨＧの面積

ＩＥ＝　 △ＩＢＥの面積×ＩＧ
２

△ＩＨＧの面積

ＩＧ＝　 △ＩＨＧの面積×ＩＥ
２

△ＩＢＥの面積

　Ｉ点は直線ＥＦと直線ＢＡの交点であるから，その座標値は２直線の連立方程式の解を得る
ことにより求められる。

Ｈ

Ｇ

Ｂ

Ｅ

Ｄ

Ｃ

123.41075㎡
156.53㎡－123.41075㎡

＝33.11925㎡

Ｉ

Ｂ

Ｇ

Ｅ

Ｈ

Ａ Ｆ
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Chapter ６ 口述試験問答例

　以下に，過去に行われた実際の試験問題をベースにした口述試験の問答例を示しておきま
すので，受け答えの訓練に活用してください。
　慣れるまでは，模範解答を参照しながら受け答えをし，慣れてきたら模範解答を参照しな
いで，試験官の質問に答えてみましょう。
　繰り返し練習することにより，必ずスムーズな受け答えができるようになりますので，本
試験日まで可能な限り数多く練習するようにしてください。

Ｑ１：最初に受験番号，生年月日，名前を言ってください。

Ａ１：はい。受験番号は16番，生年月日は平成●●年●月●日，日建さとみです。

Ｑ２： では，これから土地分筆登記，土地地目変更登記，建物表題登記，筆界特定制
度及び土地家屋調査士法について質問します。まず，分筆登記の申請人となる
のは，どのような人でしょうか？

Ａ２： 原則として，土地の登記記録に登記されている表題部所有者又は所有権登記名
義人となります。

Ｑ３：例外は？

Ａ３： 民法第 423条第１項の規定に基づく債権者の代位による申請や，不動産登記
法第 30条の規定に基づく表題部所有者又は所有権登記名義人の相続人その他
の一般承継人からの申請が考えられます。

Ｑ４：分筆登記には，申請義務が課されていますか？

Ａ４： 分筆登記は創設的登記とされ，原則として申請義務は課されておりません。た
だし，一筆の土地の一部が別地目となった場合に必要となる一部地目変更・分
筆登記については，報告的登記と解されているため，申請義務が課されること
になります。
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Ｑ５：登記官の職権によって分筆登記をすることができる場合を３つ挙げてください。

Ａ５： 「一筆の土地の一部が別地目になった場合」，「一筆の土地の一部が地番区域を異
にすることとなった場合」，並びに「不動産登記法第14条の地図作成のために
必要があるときであって，表題部所有者又は所有権登記名義人の異議がない場
合」があります。

Ｑ６： 次に，土地地目変更登記について質問します。農地について地目変更登記を申
請する場合における注意点をお答えください。

Ａ６：農地法に基づく転用許可の有無を確認しなければなりません。

Ｑ７： では，農地法に基づく転用許可が既に発出されている農地の宅地造成工事が完
了している場合には，地目を宅地に変更する登記を申請することができますか？

Ａ７： 宅地造成工事が完了しているだけでは，宅地と認定することができませんので，
地目変更登記を申請することはできません。

Ｑ８： それでは，どのような状態であれば，宅地への地目変更登記を申請することが
できるのでしょうか？

Ａ８： その土地に建築する予定の建物の建築について建築基準法に基づく確認を受け，
あるいは建物の建築を目的とした都市計画法の規定による都道府県知事の許可
を受けているなど，近い将来宅地に供されることが確実であれば，宅地と認定
することができますので，宅地への地目変更登記の申請をすることができます。

Ｑ9： 続いて，建物表題登記について質問します。建物表題登記には申請義務があり
ますか？

Ａ9：建物表題登記は報告的登記ですので，申請義務が課されています。
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